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1. 平成26年12月期第1四半期の連結業績（平成26年1月1日～平成26年3月31日） 

 

(2) 連結財政状態 

  

(1) 連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

営業収益 営業利益 経常利益 四半期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

26年12月期第1四半期 70,211 22.2 9,790 74.5 4,901 35.5 73,250 ―
25年12月期第1四半期 57,450 △0.0 5,610 △72.7 3,616 △80.0 5,400 △52.8

（注）包括利益 26年12月期第1四半期 114,900百万円 （505.2％） 25年12月期第1四半期 18,986百万円 （11.6％）

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後1株当たり四半期

純利益
円 銭 円 銭

26年12月期第1四半期 170.54 ―
25年12月期第1四半期 12.55 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

26年12月期第1四半期 1,348,912 314,907 20.6 648.22
25年12月期 938,161 262,276 26.7 583.11
（参考）自己資本 26年12月期第1四半期 278,422百万円 25年12月期 250,460百万円

2. 配当の状況 

（注）直近に公表されている配当予想からの修正の有無 ： 無 
 

年間配当金
第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

25年12月期 ― 0.00 ― 5.00 5.00
26年12月期 ―
26年12月期（予想） 3.00 ― 3.00 6.00

3. 平成26年12月期の連結業績予想（平成26年 1月 1日～平成26年12月31日）  
（％表示は、対前期増減率）

（注）直近に公表されている業績予想からの修正の有無 ： 有 
    連結業績予想の修正については、本日（平成26年５月９日）公表いたしました「業績予想の修正に関するお知らせ」をご参照ください。 

営業収益 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 225,000 2.3 27,000 △8.0 9,000 △59.0 75,000 641.0 174.61



(1) 当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） ： 有 

(2) 四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 ： 無 

(3) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

（注）詳細は、添付資料P.4 「２．サマリー情報（注記事項）に関する事項 （２）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示」をご覧ください。 

(4) 発行済株式数（普通株式） 

※四半期レビュー手続の実施状況に関する表示 
この四半期決算短信は、金融商品取引法に基づく四半期レビュー手続の対象外であり、この四半期決算短信の開示時点において、金融商品取引法に基づく四
半期連結財務諸表の四半期レビュー手続が実施中です。 

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、実際
の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想に関する事項は、添付資料P.4 「１．当四半期決算に関する定性的情報 （３）連結業績
予想などの将来予測情報に関する説明」をご覧ください。 

※ 注記事項

新規 5社 （社名）

中野駅前開発特定目的会社      
京橋開発特定目的会社         
新宿センタービル特定目的会社    
名駅２丁目開発特定目的会社     
(有)東京プライムステージを営業者とす
る匿名組合

、 除外 ―社 （社名）

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 有
② ①以外の会計方針の変更 ： 無
③ 会計上の見積りの変更 ： 無
④ 修正再表示 ： 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 26年12月期1Q 433,059,168 株 25年12月期 433,059,168 株
② 期末自己株式数 26年12月期1Q 3,541,378 株 25年12月期 3,536,021 株
③ 期中平均株式数（四半期累計） 26年12月期1Q 429,519,599 株 25年12月期1Q 430,276,978 株
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１．当四半期決算に関する定性的情報

（１）経営成績に関する説明 

 当第１四半期連結累計期間の連結業績につきましては、営業収益は702億１千１百万円（前年同四半期574億５

千万円、前年同四半期比22.2％増）、営業利益は97億９千万円（前年同四半期56億１千万円、前年同四半期比

74.5％増）、経常利益は49億１百万円（前年同四半期36億１千６百万円、前年同四半期比35.5％増）となりまし

た。また、当第１四半期連結会計期間より連結子会社としたＳＰＣが「大手町タワー」（東京都千代田区）の一

部や「中野セントラルパーク」（東京都中野区）を譲渡したこと等により、固定資産売却益等を特別利益として

計上した結果、四半期純利益は732億５千万円（前年同四半期54億円、前年同四半期比1,256.4％増）となりまし

た。

 

 なお、当第１四半期連結会計期間から報告セグメントの区分を変更しており、前年同四半期の実績値について

は新セグメントに組み替えて表示しております。

 各セグメントの業績は以下の通りであります。

 

① ビル等事業

 当第１四半期連結累計期間においては、前連結会計年度に東京不動産管理㈱を連結子会社としたこと並びに当

第１四半期連結会計期間に「大手町タワー」（東京都千代田区）を保有する㈲東京プライムステージを営業者と

する匿名組合等のＳＰＣを連結子会社としたこと等により、前年同四半期比で大幅な増収増益となりました。

 この結果、営業収益は288億４千２百万円（前年同四半期97億９千４百万円、前年同四半期比194.5％増）、営

業利益は80億６千万円（前年同四半期26億７千８百万円、前年同四半期比200.9％増）となりました。

区分

前第１四半期 当第１四半期

数量等
営業収益
（百万円）

数量等
営業収益
（百万円）

ビル等賃貸
建物賃貸面積 439,687㎡ 

7,841
建物賃貸面積 675,274㎡

15,958
（うち転貸面積 135,729㎡) （うち転貸面積 99,253㎡)

不動産売上 － － ２件 5,855

管理受託等 － 1,655 － 7,026

ＳＰＣ配当収益 － 298 － 3

営業収益計 － 9,794 － 28,842

営業利益 － 2,678 － 8,060
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② 住宅事業

 当第１四半期連結累計期間においては、住宅分譲で「Brillia 王子神谷」（東京都北区）、「Brillia 仙川」

（東京都調布市）、「Brillia 横浜仲町台」（横浜市都筑区）等を売上に計上しました。

 この結果、営業収益は316億６千万円（前年同四半期369億６千７百万円、前年同四半期比14.4％減）、営業利

益は22億７千１百万円（前年同四半期36億４千８百万円、前年同四半期比37.7％減）となりました。

区分

前第１四半期 当第１四半期

数量等
営業収益
（百万円）

数量等
営業収益
（百万円）

住宅分譲   562戸 31,705   576戸 25,010

住宅賃貸
建物賃貸面積 181,155㎡

1,683
建物賃貸面積 160,845㎡

1,503
（うち転貸面積 45,172㎡) （うち転貸面積 43,165㎡)

マンション管理受託 管理戸数 42,429戸 1,405 管理戸数 47,613戸 1,549

その他 － 2,173 － 3,597

営業収益計 － 36,967 － 31,660

営業利益 － 3,648 － 2,271

 

 

③ その他事業 

 当第１四半期連結累計期間においては、不動産流通事業及び時間貸駐車場事業等において概ね前年同四半期と

同水準で推移しましたが、前連結会計年度にリフォーム事業を分割し、ビル等事業及び住宅事業に統合したこと

等により、前年同四半期比で減収となりました。

 この結果、営業収益は97億７百万円（前年同四半期106億８千７百万円、前年同四半期比9.2％減）、営業利益

は20億８千７百万円（前年同四半期12億４千１百万円、前年同四半期比68.2％増）となりました。

区分

前第１四半期 当第１四半期

数量等
営業収益
（百万円）

数量等
営業収益
（百万円）

不動産流通事業 － 3,314 － 3,565

余暇事業 － 2,472 － 2,501

リフォーム事業 － 894 － －

時間貸駐車場事業 車室数 41,939室 2,976 車室数 45,773室 3,139

その他 － 1,029 － 501

営業収益計 － 10,687 － 9,707

営業利益 － 1,241 － 2,087
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（２）財政状態に関する説明

（資産）

 当第１四半期連結会計期間末における資産合計は１兆3,489億１千２百万円となり、前連結会計年度末比4,107億

５千万円の増加となりました。これは、ＳＰＣを連結子会社としたことに伴う有形固定資産の増加等によるもので

あります。

（負債）

 当第１四半期連結会計期間末における負債合計は１兆340億４百万円となり、前連結会計年度末比3,581億２千万

円の増加となりました。これは、ＳＰＣを連結子会社としたことに伴う有利子負債の増加等によるものでありま

す。なお、有利子負債残高（リース債務除く）は7,798億２千３百万円（前連結会計年度末比3,450億６千万円の増

加）となっております。

（純資産）

 当第１四半期連結会計期間末における純資産合計は3,149億７百万円となり、前連結会計年度末比526億３千万円

の増加となりました。これは、四半期純利益のほか、ＳＰＣを連結子会社としたことに伴う少数株主持分の増加等

によるものであります。

 

（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明

 連結業績予想につきましては、当第１四半期連結会計期間より連結子会社としたＳＰＣが「中野セントラルパー

ク」を譲渡したこと並びに当社が当第１四半期連結会計期間より連結子会社としたＳＰＣの少数株主から出資持分

を取得したこと等により、経常利益及び当期純利益が増加する見通しであることから、通期の業績予想を修正いた

しました。

 詳細につきましては、本日（平成26年５月９日）公表いたしました「業績予想の修正に関するお知らせ」をご参

照ください。

 

 

２．サマリー情報（注記事項）に関する事項

（１）当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動

 当第１四半期連結会計期間より、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成23年３月25

日）、「一定の特別目的会社に係る開示に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第15号 平成23年３月25

日）、「連結財務諸表における子会社及び関連会社の範囲の決定に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第22

号 平成23年３月25日）及び「投資事業組合に対する支配力基準及び影響力基準の適用に関する実務上の取扱い」

（実務対応報告第20号 平成23年３月25日）を適用し、中野駅前開発特定目的会社、京橋開発特定目的会社、新宿

センタービル特定目的会社、名駅２丁目開発特定目的会社、㈲東京プライムステージを営業者とする匿名組合等の

特定目的会社７社及び匿名組合６社（以下総称して「連結対象ＳＰＣ」という。）を連結の範囲に含めておりま

す。

 

（２）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

（会計方針の変更）

 当第１四半期連結会計期間より、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成23年３月25

日）、「一定の特別目的会社に係る開示に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第15号 平成23年３月25

日）、「連結財務諸表における子会社及び関連会社の範囲の決定に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第22

号 平成23年３月25日）及び「投資事業組合に対する支配力基準及び影響力基準の適用に関する実務上の取扱い」

（実務対応報告第20号 平成23年３月25日）を適用し、連結対象ＳＰＣを連結子会社としました。

 新たに連結子会社となる連結対象ＳＰＣへの会計基準等の適用については、「連結財務諸表に関する会計基準」

第44-４項（３）に定める経過的な扱いに従っており、適用初年度の期首において連結対象ＳＰＣに関する資産、

負債及び少数株主持分を連結財務諸表上の適正な帳簿価額により評価しております。

 この結果、当第１四半期連結会計期間の期首の利益剰余金が36,504百万円減少しております。
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３．四半期連結財務諸表

（１）四半期連結貸借対照表

    (単位：百万円) 

 
前連結会計年度 

(平成25年12月31日) 
当第１四半期連結会計期間 

(平成26年３月31日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 52,272 127,232 

受取手形及び営業未収入金 19,678 5,165 

有価証券 － 9 

匿名組合出資金 6,875 － 

販売用不動産 39,653 50,606 

仕掛販売用不動産 31,395 25,802 

開発用不動産 30,174 47,565 

繰延税金資産 3,056 14,349 

その他 13,112 14,818 

貸倒引当金 △253 △218 

流動資産合計 195,964 285,331 

固定資産    

有形固定資産    

建物及び構築物 206,536 341,150 

減価償却累計額 △97,054 △106,000 

建物及び構築物（純額） 109,482 235,150 

土地 290,863 488,300 

建設仮勘定 5,536 6,492 

その他 16,452 19,501 

減価償却累計額 △9,670 △10,366 

その他（純額） 6,782 9,135 

有形固定資産合計 412,666 739,078 

無形固定資産    

借地権 15,975 106,226 

その他 1,443 7,078 

無形固定資産合計 17,419 113,305 

投資その他の資産    

投資有価証券 235,254 132,089 

匿名組合出資金 52,918 9,976 

繰延税金資産 1,428 1,423 

敷金及び保証金 10,585 21,355 

その他 39,510 46,403 

貸倒引当金 △65 △50 

投資損失引当金 △27,520 － 

投資その他の資産合計 312,111 211,197 

固定資産合計 742,196 1,063,580 

資産合計 938,161 1,348,912 
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    (単位：百万円) 

 
前連結会計年度 

(平成25年12月31日) 
当第１四半期連結会計期間 

(平成26年３月31日) 

負債の部    

流動負債    

短期借入金 92,849 94,966 

1年内償還予定の社債 20,450 30,210 

未払金 9,598 9,095 

未払法人税等 5,313 12,068 

引当金 518 1,432 

不動産特定共同事業出資受入金 5,373 2,873 

その他 29,701 34,299 

流動負債合計 163,803 184,945 

固定負債    

社債 119,500 131,129 

長期借入金 197,635 519,584 

退職給付引当金 9,069 9,080 

その他の引当金 512 536 

繰延税金負債 33,990 25,793 

再評価に係る繰延税金負債 26,549 26,793 

受入敷金保証金 59,503 68,288 

不動産特定共同事業出資受入金 53,627 56,468 

その他 11,692 11,384 

固定負債合計 512,080 849,059 

負債合計 675,884 1,034,004 

純資産の部    

株主資本    

資本金 92,451 92,451 

資本剰余金 63,432 63,432 

利益剰余金 18,590 52,798 

自己株式 △2,375 △2,380 

株主資本合計 172,098 206,300 

その他の包括利益累計額    

その他有価証券評価差額金 56,589 51,541 

繰延ヘッジ損益 △308 △316 

土地再評価差額金 16,161 16,560 

為替換算調整勘定 5,919 4,336 

その他の包括利益累計額合計 78,362 72,121 

少数株主持分 11,815 36,484 

純資産合計 262,276 314,907 

負債純資産合計 938,161 1,348,912 
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（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

（四半期連結損益計算書）

（第１四半期連結累計期間）

    (単位：百万円) 

 
前第１四半期連結累計期間 
(自 平成25年１月１日 

 至 平成25年３月31日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成26年１月１日 
 至 平成26年３月31日) 

営業収益 57,450 70,211 

営業原価 45,089 53,863 

営業総利益 12,360 16,347 

販売費及び一般管理費 6,749 6,557 

営業利益 5,610 9,790 

営業外収益    

受取利息 8 11 

受取配当金 149 236 

持分法による投資利益 296 － 

その他 198 127 

営業外収益合計 654 375 

営業外費用    

支払利息 1,965 4,046 

持分法による投資損失 － 299 

不動産特定共同事業分配金 193 209 

その他 489 708 

営業外費用合計 2,648 5,263 

経常利益 3,616 4,901 

特別利益    

固定資産売却益 135 132,383 

投資有価証券売却益 63 － 

負ののれん発生益 2,251 7,167 

段階取得に係る差益 1,101 － 

受取補償金 48 38 

特別利益合計 3,600 139,590 

特別損失    

固定資産除却損 11 32 

減損損失 3 43 

持分変動損失 － 754 

借入金繰上返済費用 － 5,139 

特別損失合計 14 5,969 

税金等調整前四半期純利益 7,202 138,522 

法人税、住民税及び事業税 794 27,194 

法人税等調整額 846 △10,443 

法人税等合計 1,641 16,751 

少数株主損益調整前四半期純利益 5,560 121,770 

少数株主利益 160 48,519 

四半期純利益 5,400 73,250 
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（四半期連結包括利益計算書）

（第１四半期連結累計期間）

    (単位：百万円) 

 
前第１四半期連結累計期間 
(自 平成25年１月１日 

 至 平成25年３月31日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成26年１月１日 
 至 平成26年３月31日) 

少数株主損益調整前四半期純利益 5,560 121,770 

その他の包括利益    

その他有価証券評価差額金 11,018 △5,280 

繰延ヘッジ損益 21 △7 

為替換算調整勘定 1,100 △8 

持分法適用会社に対する持分相当額 1,286 △1,574 

その他の包括利益合計 13,425 △6,870 

四半期包括利益 18,986 114,900 

（内訳）    

親会社株主に係る四半期包括利益 18,755 66,611 

少数株主に係る四半期包括利益 231 48,288 
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（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

 該当事項はありません。

 

 

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

 当第１四半期連結会計期間より、「連結財務諸表に関する会計基準」等を適用し、ＳＰＣを連結子会社としたこと

により、当第１四半期連結会計期間の期首の利益剰余金が36,504百万円減少しております。

 

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ 前第１四半期連結累計期間（自 平成25年１月１日 至 平成25年３月31日）

１．報告セグメントごとの営業収益及び利益又は損失の金額に関する情報

        （単位：百万円） 

  ビル等 住宅 その他 
調整額 
(注)１ 

四半期連結 
損益計算書 
計上額 
 (注)２ 

営業収益          

(1）外部顧客への営業収益 9,794 36,967 10,687 － 57,450 

(2）セグメント間の内部営

業収益又は振替高 
115 121 527 △765 － 

計 9,910 37,089 11,215 △765 57,450 

セグメント利益 2,678 3,648 1,241 △1,957 5,610 

（注）１．セグメント利益の調整額△1,957百万円には、セグメント間取引消去△14百万円及び各報告セグ

メントに配分していない全社費用△1,943百万円が含まれております。全社費用は、主に報告セ

グメントに帰属しない一般管理費であります。

２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（重要な負ののれん発生益）

 ビル等事業セグメントにおいて、株式を追加取得したことにより、持分法適用関連会社であった東京不動

産管理㈱及び東京ビルサービス㈱が連結子会社となりました。当該事象により、当第１四半期連結累計期間

において負ののれん発生益2,251百万円を計上しております。
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Ⅱ 当第１四半期連結累計期間（自 平成26年１月１日 至 平成26年３月31日） 

１．報告セグメントごとの営業収益及び利益又は損失の金額に関する情報

        （単位：百万円） 

  ビル等 住宅 その他 
調整額 
(注)１ 

四半期連結 
損益計算書 
計上額 
 (注)２ 

営業収益          

(1）外部顧客への営業収益 28,842 31,660 9,707 － 70,211 

(2）セグメント間の内部営

業収益又は振替高 
189 81 2,189 △2,460 － 

計 29,032 31,741 11,897 △2,460 70,211 

セグメント利益 8,060 2,271 2,087 △2,630 9,790 

（注）１．セグメント利益の調整額△2,630百万円には、セグメント間取引消去△625百万円及び各報告セグ

メントに配分していない全社費用△2,004百万円が含まれております。全社費用は、主に報告セ

グメントに帰属しない一般管理費であります。

２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

３．当第１四半期連結会計期間より、「連結財務諸表に関する会計基準」等を適用し、ＳＰＣを連結

子会社としたこと等により、セグメント資産が、ビル等セグメントで404,459百万円増加してお

ります。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報 

（のれんの金額の重要な変動）

 ビル等事業セグメントにおいて、当第１四半期連結会計期間より連結子会社としたＳＰＣが、少数株主の

出資持分について償還を行った結果、当社の出資持分が変動しております。当該事象等により、当第１四半

期連結会計期間においてのれんを5,613百万円計上しております。

 

（重要な負ののれん発生益）

 ビル等事業セグメントにおいて、当第１四半期連結会計期間より連結子会社としたＳＰＣの少数株主から

出資持分を取得しております。当該事象により、当第１四半期連結会計期間において負ののれん発生益を

7,155百万円計上しております。

 

３．報告セグメントの変更等に関する事項

 前連結会計年度において、セグメント情報におけるセグメント区分は「ビル等」、「住宅」、「不動産流

通」及び「その他」に区分しておりましたが、不動産流通セグメントの量的な重要性が低下したため、当第

１四半期連結会計期間からその他セグメントに含めて記載する方法に変更しております。

 なお、前第１四半期連結累計期間のセグメント情報は、変更後のセグメントに基づき作成しております。
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（その他）

（賃貸等不動産関係）

 当社及び一部の連結子会社では、東京都その他の地域において、賃貸オフィスビル、賃貸マンション、賃貸商業施

設等を所有しております。なお、賃貸オフィスビル等の一部については、当社及び一部の連結子会社が使用している

ため、賃貸等不動産として使用される部分を含む不動産としております。

 当第１四半期連結会計期間より、「連結財務諸表に関する会計基準」等を適用し、ＳＰＣを連結子会社としたこと

等により、当社及び連結子会社が所有する賃貸オフィスビル等が増加しております。

 これら賃貸等不動産及び賃貸等不動産として使用される部分を含む不動産に関する、当第１四半期連結会計期間末

における四半期連結貸借対照表計上額、期中増減額及び時価は、次の通りであります。

 

当第１四半期連結会計期間（自 平成26年１月１日 至 平成26年３月31日）

（単位：百万円）

 

四半期連結貸借対照表計上額
当第１四半期連結
会計期間末の時価前連結会計年度末

残高
期中増減額

当第１四半期連結
会計期間末残高

賃貸等不動産 310,137 415,226 725,364 971,525

賃貸等不動産として

使用される部分を

含む不動産

92,543 403 92,946 97,100

（注） 当第１四半期連結会計期間末の時価は、主要な物件については、社外の不動産鑑定士による不動産評価に

基づく金額、その他の物件は「不動産鑑定評価基準」に基づいて自社で算定した金額（指標等を用いて調

整を行ったものを含む。）であります。
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